事件番号　　平成１８年（ワ）７７７号　建物明渡請求事件

原　　告　　後　藤　朋　恵
被　　告　　池　田　将　人
　　　　　　池　田　加　奈　

答　弁　書
平成１８年１０月１４日

東京地方裁判所早稲田支部民事部　御中

（送達場所）〒１０６－６１５６　東京都港区六本木６－１０－１

六本木ヒルズ森タワー５５階
弁護士法人Ｍ&Ｉ綜合法律事務所

TEL/03-3397-7175 FAX/03-3397-7175
被告ら訴訟代理人弁護士　　井　　上　　雅　　之　㊞
同　　　弁護士　　岩　　 　崎 　　　舞　㊞
同　　　弁護士　　矢　　島　　優　　香　㊞

同　　　弁護士　　塚　　本　　順　　一　㊞

第１　請求の趣旨に対する答弁
　１　原告の請求を棄却する。

　２　訴訟費用は原告の負担とする。

第２　請求の原因に対する答弁

　１　請求の原因一並びに二１及び３の事実については認める。
　　　なお、３につき、平成１８年１０月８日付回答書を送付した（乙１）。

　２　請求の原因二２は否認ないし争う。
　　⑴　まず、池田加奈（以下、「加奈」と言う。）は、池田将人（以下、「将人」と言う。）の実の妹である。将人は、加奈の代わりに賃料を負担しており、延滞することもなく、加奈から使用の対価を徴していない。また、将人は、現在別の場所に居住しており、本件物件の同居人員自体には変化がない。「人員」とは人数を示す概念であり、人数に変化がない以上、将人に右事実を原告に通知する義務はない。したがって、これをもって直ちに無断転貸とすることは権利の濫用に他ならない。
　　⑵　仮に無断転貸にあたるとしても、前述の通り、賃料は将人負担によるもので、使用収益の主体に変化はあるが、使用収益の実態には変化がない。さらに、加奈の居住は、母である訴外池田タマ（以下、「タマ」と言う。）が糖尿病であるため（乙２）、その介護を目的とする人道的な理由であることに加え、将人の生活安定までの一時使用によるものである（乙３、乙４）。そして、加奈の本件物件の用益方法に粗雑な点はない。そのため、原告と被告間の信頼関係を破壊するにいたらない特段の事情がある。
　３　上記理由により請求の原因三は争う。

　　　加奈については、将人のためにその占有補助機関として、ないしは、将人の占有に従属する関係において本件家屋に居住するものと解することができるから、加奈が不法に家屋を占有しているとはいえない。
４　請求の原因四について
　　⑴　１は前述の通りである。
　　⑵　２の事実は認める。

　　⑶　３は不知。

　　　ア　本件物件は未だ堅牢であり、原告の事実の主張には多大な誇張がある。そもそも、本件賃貸借契約締結時である平成１３年当時に本件物件は、既に築４５年が経過しており、５年の歳月のうちに本件物件が急激に老朽化することはあり得ない。さらに、仮に右事実が真実であるとしても、これらは原告が賃貸人としての修繕義務を故意に履行せずに放置しているために生じたものである。加えて、５年前から老朽化していたとすれば、それを知りながら賃貸借契約に至った原告には強い背信性が認められる。
　　　　　そして、衛生上の問題についても、タマの病状は糖尿病によるものであり、実家に居住していた時点から悪化傾向にあった。なお、将人及び加奈は、健康上何の疾患もない。
　　　イ　築後５０年が経過し、かつ、原告主張の老朽化が真実であるならば、家賃２０万円という価額は相当である。また、賃貸借契約締結後５年の間、原告から賃料増額の請求は一度もない。
　　　　　老朽化が真実であるならば、原告による修繕後、相当範囲内であれば賃料の増額に応じることは吝かではない。

　５　上記理由により請求の原因五は争う。
　６　請求の原因六は争う。
　　　示談交渉の際、原告が適正な土地価格として提示した８６１３万円は、１㎡あたり５２万２０００円で計算したものであるが、これは周辺地域の最も安価な公示価格に基づくものである。右算定価格は、原告が将人及び加奈の不知を利用して不当に立退料を減額させようとするものである。周辺地域の公示価格には幅があり、１㎡あたり７４万５０００円というもの（乙５の１）から、１１１万円というものもある（乙５の２）。そして、本件物件の面積１６５㎡を考慮すれば、適正な土地価格は少なくとも８６１３万円～１億８３１５万円とかなりの幅が認められ、原告が立退料を不当に減額しようとしたことに疑いはない。なお、土地価格は、（公示価格）×（本件物件の面積）により計算した。
　　　また、原告らは、示談交渉において、「周りがみんなマンションになっているのに、ここだけ平屋である。」と何度も発言し、将来的に営利を目的として高層な建物を建築しようとしていることは明らかである（乙４）。
　　　したがって、公示価格の割合、営利の目的、転居費用、被告及び訴外タマの受ける精神的慰謝その他を考慮すれば、１８３０万円による立退料は失当である。
　７　請求の原因七については争う。　
立退料の多寡にかかわらず、原告の賃貸借の解約の申し入れが認められるためには、正当事由を具備する必要がある。正当事由について定める借地借家法２８条は、「建物の賃貸人が建物の使用を必要とする事情」を要求している。しかしながら、老朽化と周辺地域の状況の変化は、正当事由を判断する際の補完的要素にすぎず、そもそもの基本的要素である原告の必要性を欠く以上、原告の主張には正当な理由がない。
　

第３　甲号証の認否
　　　甲号証の成立は、全て認める。
証　拠　方　法
１　乙第１号証　　　平成１８年１０月８日付内容証明郵便
２　乙第２号証の１　下仁田厚生病院診断書（平成１０年１０月１０日付）
２　乙第２号証の２　下仁田厚生病院診断書（平成１３年２月２６日付）

４　乙第２号証の３　いぬつかクリニック診断書（平成１５年１２月１７日付）

５　乙第２号証の４　いぬつかクリニック診断書（平成１８年３月１４日付）

６　乙第３号証　　　辞令

７　乙第４号証　　　陳述書

８　乙第５号証の１　西早稲田近辺公示価格
９　乙第５号証の２　西早稲田近辺公示価格

附　属　書　類

１　答弁書副本　　　　　１通(直送済)

２　乙各号証の写し　　　２通（うち１通は直送済）

３　訴訟委任状　　　　　２通

以上
